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れまでの議論の整理（案）  

※ 前回までの検討資料の「論点（案）」を基に、これまでの議論を塵理したもの。  

（下線部は、これまでの資料■（論点（案）等）．になかったもの。）   



（Ⅳ）障害者の範囲  

（D 障害者の定義  

② 手帳制度  

（Ⅰ）相談支援  

① ケアマネジメントの在り方  

② 相談支援体制  

（Ⅴ）利用者負担  

（Ⅱ）地域における自立した生活のための支接  

① 地域での生活の支援  

（診 就労支授  

③ 所得保障  

（Ⅵ）報酬  

（Ⅶ）個別論点  

－ ①サービス体系  

②障害程度区分  

③地域生活支援事業  

④サービス基盤の整備  

⑤虐待防止・権利擁護  

⑥ その他   

（Ⅲ）障害児支援  

① ライフステージに応じた支援の充実  

② 相談支援や家庭支接の充実  

③ 施設の見直し等による支援の充実  
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を充実させていくべき。  

【更に検討すべき点】  

細裂象と笹岡  

艶聞旦過激L鷹剋塵農曳  

に寄せられた相談をL他  

蜘ヒ塵飽生担敬重擾旦阻虹遡越   

居から地域生活への移行の相談、地域生活における2牛  

いての調整、などを行j  地た塩数量援重量畳⊆ヱ立上な皇祖親玉揮l三．？＿  
相談支援の拠点助郷  どうか   

獅迩羞昆虫」塵全摩暴かヰ陸豊艶赴を豊艶象象旦覿殴  

々の市町村の実  腰ぜ盈を  、個  

皇 

跡方   

（サ岬ビス利用計画作成費の対   

象者）  

○ 障害者の自立した生活を支えていくため、障害者の抱える課題の解決や適切なサ   
ービス利用に向けて、ケアマネジメントによりきめ細かく支援していけるよう、サ   

ービス利用計画作成費の対象者について、施設入所者等を含め、原則としてサービ   
スを利用するすべての障害者に拡大していくべき。   

通L塵豊童杢△旦旦旦選腰」息豊艶塞   
亙型虹L度量星組自上地ユ吐息基  

が必要。  
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害福祉、僻 馳て随喜塵   

の自立した生活を支則   

○ サービス利用の手続について、障害者の受けるサービスが適切なもの（必要かつ   

十分なもの）となるよう、そのプロセスにケアマネジメントの仕組みを導入すべき。   

具体的には、サービス利用計画の作成が、市町村による支給決定の後（利用できる   

サービスが決まった後）となっていることを改め、障害者が抱える課題を分析し、   

どのようにサービス等を組み合わせて支援していくべきかを含むサービス利用計   

画案を作成し、支給決定の参考とするようにすべき。  

（サービス利用手続の見直し）  

別紙1 ←  

○ また、サービス利用計画の作成後についても、サービスの利用が障害者の状況や   

ニーズに適合しているかを確認するために、サービス利用計画作成費の活用によ   

り、一定期間ごとにモニタリングを実施し、サービス利用計画を見直すこととすべ   

き。   
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【更に検討すべき点】  

（モニタリングの実施）  

別紙2 ←  

○ 上記のケアマネジメント・モニタリングの実施については、  

市町村がその責任において統一的かつ総合的な判断により支給決定を行  

うという仕組みとの整合性を確保すること  

可能な限り中立的な者が、髄  

（ケアマネジメント・モニタリン  

グを実施する体制）  

などに  」塾生旦∠適戯＿二畳屋飽⊆虫応す   
より  の向上を図之王邑⊥主上  

に留意することが必要と考えられる。  

る人材の  

○ このため、見直し後幽L±選遡塵逝去  

の拠点的な機関が指定事業者と岬   



うこととしつつ、既存  

嘲鼻塵鬼塵遜長堤  

業者に委託で苫ることと㈱  別紙3 ←  

胤低空盟塵  ことがあり、   ○ をお、「ケア」髄  幽あユ土9 仙＿  
盈」∋重量壊壇議会の充塞  

○ 相談支援事業をはじめとする地域の障害福祉に関するシステムづく附こ閲し、中   
核的な役割を果たす協議の場である自立支援協議会について、設置の促進や運営の   
活性化を図るため、法律上の位置付けを明確にするべき。   

○ あわせて、運営マニュアルや運営の好事例の周知など、国や都道府県において設   
置・運営の支援を因っていくべき。その際、自立支援協議会への当事者の参画を促   
進すべき。  

（自立支援協議会の法定化）  

（自立支援協議会の運営の支援）  
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① 地域での生活の支援  【基本的考え方】  

O 「障害のある人が普通に暮らせる地域づくり」という理念を踏まえ、退所・退   

院が可能な者について地域移行を更に進めていくとともに、できるだけ地域での   

自立した生活を継続していけるようにするため、以下の観点から支援の充実を図   

る。   

① 地域移行の促進  

（診 「住まいの場」の確保   

③ 地域生活に必要な「暮らし」の支援  

芝2＿地塊捜缶の促進  

○ 障害者声援施設に入所している者や、精神科病院に入院している看であって、退   
所・退院が可能である者の地域移行を支えるため、入所・入院中の段階から、退所・   
退院に向けた相談や計画的な支援についての調臥更七は実際の支援を行う取組に   

ついて、全国的に実施されるよう充実させていくことが必要。  

（地域移行を支えるコーディネ  

ート機能）  

【更に検討すべき点】  

○ 具体的には、  

（1）施設入所者や精神科病院の入慌者I言＝叫＼ても、  退所   
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○ 長期間入所や入鹿をしてい昂者が、施設・病院の外での生活に徐々に慣れてし、く   
ことにより、円滑な地域移行が向能となるよう、退所・退院後に自立訓練事業によ   

り生活訓練を受けることに加えて、入所・入院中の段階から、宿泊等の地域生活の   
体験ができるような仕組みが必要。   

旦轍鹿巌剋鮎   

皇且．虞皇1；塵史三陸呈逼辿せ二旦を皇剋担土工過三王座験長文愚過怠王塵劇や月   

象上耳鼻主上を検討す軋   

○ 刑務所に入阻していた障害者について、退所後、円滑に地域で暮らしていけるよ   
うにするための支援が必要。  

（移行のための宿泊等の体験を  

支える給付）  

（刑務所からの出所者の支援）  

○ 障害者入所施設については、常時介護が必要な障害者等について施設において介   

護等の支援を行う役割を果たしている。  

今後、専門性を持つ地域の資源として、  

（1）入所割こ対する地域移行の支援  

（2）グループホームやケアホームの実施、日中活動系の事業、短期入軋訪問事  

業の実施など、地域生活を支えるための支援   

の役割について、更に果たしていくバき。  

（地域移行における入所施設の  

役割）  
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○ 具体的に瞞津㌧地越   

生活への移行㈱対象と主星   

ことについて検討してはどうか。 

○ 同じく、障害者が緊急時等に頼ることができ、地域で安心して暮らすことができ   

るよう、ショートステイ（短期入所）について、単独型のショートステイを含め、   

更なる充実が図られるよう、報酬改定等において検討すべき。  

（ショートステイの充実）  

（医療的なケアが行え．るサービ  

スの充実）  

○ 医療的なケアが必要な障害者についても、地域移行や地域生活の継続が図れるよ   

う、医療的なケアが行えるショートステイや通所サービスの充実について、報酬改   

定等において検討すべき。  

ヨた1  

○ 訪問系サービスは、障害者が地域で暮らしていく上で大切なサ【ビスであり、「行   

動援護」など新たな類型のサービスの一層の活用を図るとともに、訪問系サービス   

や様々な支援を組み合わせ、重度の者を含め地域での生活を支えられるよう、その   

充実を図っていくべき。   

（訪問系サービスの在り方）  



【基本的考え方】  

○ 働く意欲のある障害者がその能力を十分に発揮し、地域で自立した生活を   

していくことができるよう、一般就労を希望する障害者を対象とする就労移   

行支援、一般就労が困難な障害者を対象とする就労継統支援について、以下   

の観点からそれぞれの充実b活性化と関連施策との連携を図るム   

① 一般就労への移行支援の強化   

② 福祉的就労の在り方   

③ 障害者雇用施策等との連携強化等  

芝2ニ盤就労つ旦漫缶重度男鹿他  

○ 二椴就労への移行を製姐弘1王⊥魔盈丞旦   
如乏   細腰凰Lニ盤観望   
廟戯   

改変軋ミュ吐互換誼壬ご三豊。 

○ 併せて、一般就労への移行を促進していくためには、広く障害者本人や関係する   
者の意識を醸成していくことも重要。  

（一般就労への移行の成果の評  

価の在り方等）  

年度中途にお  踏まえる  

箆i立と．も整数土  による訓  

10   



11   



かを判断するための客観的指標の作成が困難である中で、障害者本人の希望を尊重   

しつつ就労の可能性を見出す機会を制度的にも設けておく必要があるとの考え方   

に基づき、就労移行支援事業を利用したうえでB型を利用することを原則としてい   

る。  

【更に検討すべき点】  

○ 他方し   

豊後誼支援重量量l主金主．）工」互生吸塵監皇よ土星た土工。、   

嚇皇   

潮墓   

との意見がある。  

必要であれば、  

○ 与噸。  

本人の能力日適性について短期  ○ 就労重援関係の給付郷   

間のアセスメントを経ることが必要ではないか。  

○ なお、現行の仕組みを前提とすれば、特別支援学校在学中に、例えば夏休み等   

において就労移行支援を利用することにより、卒業時点から就労継続支援B型を  
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象l  
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虎1  
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【基本的考え方】  

○ 障害のある子どもが心身ともに健全に育つ権利を保障するとともに、IL【自立と   

共生」という理念を踏まえ、障害の有鮒二関わらず安心して暮らせる地域づくり   

を目指し、以下の4つの基本的視点を基に、障害児支援施策を充実させる。   

① 子どもの将来の自立に向けた発達支援   

② 子どものライフステージに応じた一貫した支援   

③ 家族を含めたトータルな支援   

④ できるだけ子ども・家族にとって身近な地域における支援  

ライフステージに応じた支  

崖嬰重宝  

芝L腰害の里親発見∴辛抱対応農  

（関係機関の連携による障害の  

早期発見・早期対応の取組の強  

化）  

○ 障害の早期発見・早期対応の取組を強化するため、各地域におし＼て、医療機関（産   

科、小児科）、母子保健、児童福祉、障害児の専門機関等の連携を強化し、可能な   

限り早期から親子をサポートしていく体制づくりを進めていくべき。その際、地域   

自立支援協議会について、子ども部会を設置する等、活用を図るべき。  

（「気になる」という段階からの  

支援）  

○ また、可能な限り早期から専門的な支援を行うことが子どもの発達支援の観点か  

らも大切と考えられ、障害があると明確な診断ができないケwスや、親が障害があ  

ることに気付き適切に対応できていないケ肋スなど、「気になる」という段階から  
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する医療提供型の施設とに一元化していくべき。  

○ また、現在予算事業で行われている重症心身障害児（者）通園事業について、あ   
わせて法令上に位置付けて実施していくべき。  

ウL＿掌齢親∴青年瓢呪宝鑑  

○ 現在の経過的な児童デイサービスや日中一時支援事業について、放課後や夏休み   

等における居場所の確保が求められていること等を踏まえ、単なる居場所としてだ   

けではなく、子どもの発達に必要な訓練や指導など療育的な事業を実施するもの   

は、放課後型のデイサービスとして新たな枠組みで事案を実施することとすべき。  

（放課後や夏休み等における支  

援）  

○ 一般施策である放課後児童クラブ等においても障害児の受入れが拡大している   

ところであり、今後、障害児の専門機関が放課後児童クラブ等に対して巡回支援し   
ていくことにより、障害児の放課後児童クラブ等での受入れを促進していくべき。   

○ 学校卒業後に円滑に地域生活や就労への移行ができるよう、教育・福祉q就労施   

策の連携を強化し、例えば学校の在学中から、夏休み等において体験的に就労移行   
支援事業等を利用するようにすべき。  

（障害児の放課後児童クラブ等  

での受入れ）  

（卒業後の就労・地域生活に向け  

た関係施策の連携）  

芝LラA之ろ卓二芝生遵ぶ互魁談   

真理の方策  
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（レスバイトの支援等）  ○ また、子どもから一時も目が離せない等の状況にある保護者の精神的・肉体的な   
負担感を軽減し、ぎりぎりまで頑張って在宅で育てられなくなるということを防ぐ   
ため、ショートステイの充実等、レスバイト（一時的休息）の支援を図るべき。   

○ あわせて、障害児がサービスを利用した場合の利用料の軽減措置を継続するな   
ど、家族の負担能力を踏まえた配慮を行うべき。  

芝L＿A庚施設の盈且去  

○ 障害児の入所施設について、障害種別等により7類型となっているが、障害の重   
複化等を踏まえ、複数の障害に対応できるよう一元化を図っていくべき。その際   
他の障害を受け入れられるようにしつつ、主に対象とする障害の種別を示せるよう   
にするなど、それぞれの施設の専門性を維持していくことが可能となるよう配慮が   
必要。また、例えば重症心身障害児について手厚い人員配置が可能となるようにす   
るなど、基準等について検討していくことが必要。   

○ 児童福祉法において、障害児の入所施設に満18歳以降も在園できるとされてい   
る取扱いについて、機能的には子どもから大人にわたる支援の継敵性を確保しつ   

っ、制度的には、満18歳以上の入所者は、他の障害者と同様に、障害者施策で対   
応していくよう見直していくべき。   

○ その際には、支援の継統性を確保するための措置や、現在入所してし、る者が退所  

（入所施設の一元化）  

（在園期間の延長措置の取扱い）  

十分な配慮が必要。   させられることがないようにする措置など、  
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